
　

　　別紙１

平成30年4月1日から適用

文書管理者：職業安定局雇用開発部雇用開発企画課就労支援室長

業務の
区分

当該業務に係る
行政文書の類型

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル等の名称）
保存
期間

文書管理規則の別
表第２の該当事
項・業務の区分

保存期間満了
時の措置

・ 開示請求書 情報公開（就労支援室） 開示請求 開示請求関係（平成○○年度）

・ 開示決定、部分開示決定、
不開示決定

・ 訓令案・通達案

・ 行政文書管理規則案

・ 公印規程案

特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者
等雇用開発コース）（平成○○年度）

公正採用選考 公正採用選考の推進（平成○○年度）

アイヌの人々 アイヌの人々の雇用対策（平成○○年度）

ホームレス等 ホームレス等対策関係（平成○○年度）

日雇労働者等 日雇労働者対策関係（平成○○年度）

住居等困窮離職者 住居等困窮離職者対策事業（平成○○年度）

生活福祉・就労支援協議会（平成○○年度）

中国残留邦人等
中国残留邦人等永住帰国者に対する就職援助
事業（平成○○年度）

刑務所出所者等
刑務所出所者等就労支援事業（平成○○年
度）

母子家庭の母等就労支援関係
母子家庭の母等就労支援関係（平成○○年
度）

・ とりまとめ部局への提出資
料

10年

・ 委員手当、旅費、会議費等
の支出関係文書　　等

施策（就労支援室） 公正採用選考 公正採用選考の推進（平成○○年度）

住居等困窮離職者 住居等困窮離職者対策事業（平成○○年度）

・ 議員への説明・提出資料 国会（就労支援室） 第○回国会 － ２(1)①21(1)
・ 趣旨説明
・ 想定問答
・ 答弁書
・ 国会審議録

－ 基本的考え方【Ⅰ】 以下について移
管

・新館建設に関
する決定

⑤職業安定局雇用開
発企画課就労支援室
標準文書保存期間基
準

・ 職業安定局雇用開発企画課
就労支援室　標準文書保存
期間基準

標準文書保存期間基準（就労支
援室）

標準文書保存期間基準（就労支援室） 常用 2(1)①22①

23 幹部職員の交代
に関する事項

事務引継ぎ
に関する重
要な経緯

①幹部職員の引継書
作成に関する文書

・ 所管事項説明資料 所管事項説明（就労支援
室）

所管事項説明 所管事項説明（平成○○年度） ５年

―

廃棄

25 契約に関する事
項

(1)契約に
関する重要
な経緯

①契約に係る決裁文
書及びその他契約に
至る過程が記録され
た文書

・
・
・

仕様書
技術等審査会関係文書
履行体制証明関係文書

委託事業（就労支援室） ホームレス等 ホームレス就業支援事業（平成○○年度） ５年

―

廃棄

日雇労働者等 日雇労働者等技能講習事業（平成○○年度）

中国残留邦人等
中国残留邦人等永住帰国者に対する就職援助
事業（平成○○年度）

刑務所出所者等
刑務所出所者等就労支援事業（平成○○年
度）

生活保護受給者等
生活保護受給者等就労自立促進事業（平成○
○年度）

26 各種施策に関す
る事項

各種施策の実施にか
かる決裁文書そのほ
か各種施策実施にか
かる文書

・
・
・

通知
調査書
提出書類

施策（就労支援室） 生活保護受給者等 生活保護受給者等自立促進事業（平成○○年
度）

－

廃棄

特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者
等雇用開発コース）（平成○○年度）

公正採用選考 公正採用選考の推進（平成○○年度）

アイヌの人々 アイヌの人々の雇用対策（平成○○年度）

ホームレス等 ホームレス等対策関係（平成○○年度）

日雇労働者等 日雇労働者対策関係（平成○○年度）

住居等困窮離職者 住居等困窮離職者対策事業（平成○○年度）

生活福祉・就労支援協議会（平成○○年度）

中国残留邦人等 中国残留邦人等永住帰国者に対する就職援助
事業（平成○○年度）

刑務所出所者等 刑務所出所者等就労支援事業（平成○○年
度）

上記各号に該当しない事項

５年各種施策の
実施に関す
る経緯

廃棄

施策（就労支援室） 生活保護受給者等 生活保護受給者等自立促進事業（平成○○年
度）

２(1)①14(2)

予算要求 －

―

２(1)①11(2)
個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯
8 個人の権利義務

の得喪及びその
経緯

(1)行政手
続法第２条
第３号の許
認可等（以
下「許認可
等」とい
う。）に関
する重要な
経緯

①情報公開法に基づ
く公文書管理課に対
する開示請求に関す
る文書

廃棄開示決
定等の
効力が
消滅す
る日に
係る特
定日以
後５年

職業安定局雇用開発部雇用開発企画課就労支援室　標準文書保存期間基準（保存期間表）

事　項 具体例

12 予算及び決算に
関する事項

(1)歳入、
歳出、継続
費、繰越明
許費及び国
庫債務負担
行為の見積
に関する書
類の作製そ
の他の予算
に関する重
要な経緯
（５の項
(2)に掲げ
るものを除
く。）

①予算の成立に至る
過程が記録された文
書

(4)その他 ①経常事務に関する
文書

３年

予算決算(就労支援室）

11 告示、訓令及び
通達の制定又は
改廃及びその経
緯

廃棄

①国会審議文書

(2)訓令及
び通達の立
案の検討そ
の他の重要
な経緯（１
の項から10
の項までに
掲げるもの
を除く。）

(1)文書の
管理等

10年
その他の事項

文書管理（就労支援室）

以下について移
管

・大臣演説に関
するもの
・会期ごとに作
成される想定問
答

(1)国会審
議（１の項
から16の項
までに掲げ
るものを除
く。）

文書の管理等に
関する事項

②制定又は改廃のた
めの決裁文書

10年

廃棄

２(1)①15(1)

17 国会及び審議会
等における審議
等に関する事項

18

以下について移
管

・行政文書管理
規則その他の重
要な訓令及び通
達の制定又は改
廃のための決裁
文書



平成30年4月1日から適用

文書管理者：職業安定局雇用開発部雇用開発企画課就労支援室長

業務の
区分

当該業務に係る
行政文書の類型

大分類 中分類
小分類

（行政文書ファイル等の名称）
保存
期間

文書管理規則の別
表第２の該当事
項・業務の区分

保存期間満了
時の措置

職業安定局雇用開発部雇用開発企画課就労支援室　標準文書保存期間基準（保存期間表）

事　項 具体例

母子家庭の母等就労支援関係 母子家庭の母等就労支援関係（平成○○年
度）

・ 業務報告 施策（就労支援室） 生活保護受給者等 生活保護受給者等自立促進事業（平成○○年
度） －

廃棄

特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者
等雇用開発コース）（平成○○年度）

公正採用選考 公正採用選考の推進（平成○○年度）

アイヌの人々 アイヌの人々の雇用対策（平成○○年度）

ホームレス等 ホームレス等対策関係（平成○○年度）

日雇労働者等 日雇労働者対策関係（平成○○年度）

住居等困窮離職者 住居等困窮離職者対策事業（平成○○年度）

生活福祉・就労支援協議会（平成○○年度）

中国残留邦人等 中国残留邦人等永住帰国者に対する就職援助
事業（平成○○年度）

刑務所出所者等 刑務所出所者等就労支援事業（平成○○年
度）

母子家庭の母等就労支援関係 母子家庭の母等就労支援関係（平成○○年
度）

・
・

全国就労支援事業担当者会議（平成○○年
度）

生活保護受給者等就労自立促進事業担当者会
議（平成○○年度）

公正採用選考 公正採用選考の推進に係る会議（平成○○年
度）

刑務所出所者等 刑務所出所者等就労支援事業担当者会議（平
成○○年度）

アイヌの人々 職業相談員（アイヌ）等経験交流会（平成○○年
度）

研修に関す
る経緯

新任○○研修資料 ・ 研修資料 研修（就労支援室） 公正採用選考 公正採用選考に関する研修（平成○○年度） １年

―

廃棄

28

補助金に関する
事項

①団体等への補助金
等の交付の要件に関
する文書

・ 交付要綱 就職安定資金融資（長期失業
者）

就職安定資金融資（長期失業者）(平成○○年
度）

②団体等への補助金
等の交付のための決
裁文書その他交付に
至る過程が記録され
た文書

・
・
・
・

交付申請書
遂行状況報告
計画変更承認申請書
償却資産の指定について

就職安定資金融資 就職安定資金融資事業（平成○○年度）

③団体等への補助金
等の補助事業等実績
報告書

・ 実績報告書 アイヌの人々 就職促進資金貸付等（平成○○年度）

29 室の管理に関す
る事項

室の管理に
関すること

室の管理に関する文
書

・ 室内スケジュール スケジュール（就労支援
室）

スケジュール スケジュール １年 － 廃棄

５年各種施策の
実施に関す
る経緯

１年

補助金等の
交付に関す
る経緯

補助事業（就労支援室） ５年 ２(1)①12(4) 以下について移
管

・補助金等の交
付の要件に関す
る文書

27

各種施策に係る
関係機関等との
調整に関する事
項

会議の開催
に関する経
緯

全国○○所管課長会
議等に関する資料

会議資料
出席者名簿

会議（就労支援室） １年

―

廃棄担当者会議

その他上記の分類により判断し難いものについては、文書管理者に適宜相談すること。
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